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１ 地域福祉計画における「地域」の考え方 

本計画における「地域」は、大きく４つの層の圏域（隣近所・自治会・地区・市）から構

成されています。このほか事業者や市民活動団体等により、興味や関心に基づく地域の枠に

とらわれないテーマ型の活動が行われています。圏域ごとの取組の充実と、それぞれの圏域、

取組の主体の連携強化が重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 地域福祉のこれまでとこれから 

これまで、社会全体で必要とされる「公共」の領域に対する需要やサービスの大部分は、

行政が担っていました。しかし、介護保険制度の導入に見られるように、かつては個人や家

族が担ってきた役割が「公共」の領域へと移行するとともに、そのサービス提供の主体も多

様化しています。今後も「公共」の領域は広がると考えられますが、人口減少・担い手不足、

社会保障費の増大などにより、需要に応じられる領域の縮小や事業者によるサービス提供の

領域の見直しが見込まれます。そのため、「公共」の領域を担い、地域福祉を推進していく

ための役割分担や新たな仕組みづくりが求められています。 
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第１章 地域福祉の推進について 

３ 地域福祉を推進していくうえでの考え方 

地域福祉を推進していくうえでは「自助」「互助」「共助」「公助」の考え方が基本となり

ます。市民、地域の組織・団体、関係機関、行政といった多様な主体が、公共の領域におい

て、「自助」「互助」「共助」「公助」の役割分担の考え方を共有しながら、誰もが支え、また、

支えてもらうといった支え合いの仕組みを構築していく必要があります。  
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また、「自助」「互助」「共助」「公助」を中心としながら、お互いの連携や協働を通じて、

その機能を保ち、高める体制づくりも重要です。 

地域福祉推進の基盤となるのは、本市が定める地域福祉計画と宮崎市社会福祉協議会が定

める地域福祉活動計画です。この基盤をもとに、本市や宮崎市社会福祉協議会による取組に

加え、４つの圏域（「隣近所」「自治会」「地区」「宮崎市」）と、４つの役割分担（「自助」「互

助」「共助」「公助」）による多様な主体が相互につながり、連携・協働の輪を構築すること

で、「自助」「互助」「共助」「公助」の担い手の機能を底上げし、地域福祉の力を維持・向上

させていくことが必要です。本計画では、このような地域福祉の推進体制を基本とし、施策

を展開していきます。 


